平成23年度第７回市民福祉推進委員会議事録（要約）（案）
１　開催日時
平成24年３月22日（木）　午後６時30分～７時40分
２　開催場所
市役所特別会議室
３　出席者
（委　員）土岐　毅



　　　　　三島瑞子


　　　　　渡邊順介



　　　　　米澤　薫


　　　　　小野　翠



　　　　　若松博子



　　　　　須崎武夫



　　　　　秋山　實



　　　　　長谷川泰



　　　　　田中修子



　　　　　岩﨑晋也



　　　　　福川須美



　　　　　宮城　孝



　　　　　濱田　孝


　　　　　中川信子



　　　　　平林浩一



　　　　　小泉一夫



　　　　　小林万佐也



（事務局）小川正美（福祉保健部福祉サービス支援室長兼生活支援課長）


　　　　　西田久美子（介護支援課長）


　　　　　岡本起恵子（介護支援課介護保険係長）


　　　　　布施由子（介護支援課高齢者支援係長）


　　　　　髙橋　治（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　小原正枝（福祉サービス支援室障がい者支援担当主査）



　　　　　宇野暁行（福祉サービス支援室総合調整担当主事）

４　欠席者
（委　員）徳武　孝、佐藤宗幸
５　傍聴者
４人
６　内容
会議次第


１　審議事項
(1)第３次あいとぴあレインボープラン（狛江市地域福祉計画）素案及び狛江市障害者計画・障害福祉計画素案に対するパブリックコメントの結果について
資料１-１、資料１-２

第３次あいとぴあレインボープラン（狛江市地域福祉計画）（案）

狛江市障害者計画・障害福祉計画「障がいのある人とともに生きる狛江プラン」（案）
(2)狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画（素案）に対するパブリックコメントの結果について

狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画（素案）に対するパブリックコメント実施結果

狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画（案）


２　報告事項

(1)狛江市福祉基本条例の一部を改正する条例について
議案第17号「狛江市福祉基本条例の一部を改正する条例」

狛江市福祉基本条例対照表


３　その他

７　会議の結果
委員長：　皆さん、こんばんは。定刻となりましたので、第７回市民福祉推進委員会を開催いたします。本日は狛江市地域福祉計画、狛江市障害者計画・障害福祉計画、狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画の素案のパブリックコメントを実施しましたので、この結果を踏まえた回答及び計画案の検討となります。
それでは、事務局より資料の確認をお願いします。

（資料確認終了）

委員長：　それでは、審議事項１「第３次あいとぴあレインボープラン（狛江市地域福祉計画）素案及び狛江市障害者計画・障害福祉計画素案に対するパブリックコメントの結果について」の説明をお願いいたします。

事務局：　地域福祉計画、障害者計画・障害福祉計画につきましては、前回の市民福祉推進委員会で議論していただき、それを踏まえた修正を行った後、計画素案としてパブリックコメントを実施させていただきました。その修正部分について説明をいたします。地域福祉計画については、重点施策を定めてはどうかというご意見をいただきましたので、27ページに「６　重点施策」との項目を設け、ここで災害時要援護者支援体制の整備、情報提供・相談体制の充実、住まいの確保に向けた取り組みの推進という３つ施策を重点として掲げました。障害者計画・障害福祉計画につきましては、前回いただいたＮＰＯなど市内で活動している団体の情報も記載すべきとの意見を踏まえ、72ページに「７-７　市内における福祉施設の一覧」を追加しております。

これら２つの計画は、２月15日から３月14日までの４週間、パブリックコメントを実施させていただきました。方法は市ホームページ、福祉サービス支援室、あいとぴあセンター、中央公民館及び各地域センターに計画素案を掲示しました。周知に関しましては、２月15日に市ホームページ、広報こまえ２月15日号に掲載するとともに、障害者計画・障害福祉計画については、２月19日と21日に説明会を開催しました。結果は、地域福祉計画素案に対する意見は０件、障害者計画・障害福祉計画の方は15名から59件の意見をいただきました。障害者計画・障害福祉計画でいただいた意見及び回答案は資料としてお示しさせていただいているものとなりますが、ほとんどの意見が計画そのものの修正に関することではなく、これまでの市の取り組みや今後の市の取り組みに関する疑問点、提案などとなっています。いただいた意見を踏まえて計画を修正すべきかどうかについては、３月17日に障がい作業委員会を開催し、検討を行いました。
障害者計画・障害福祉計画で修正したところは、まずは表紙にある計画の名称「障がいのある人とともに生きる狛江プラン」となります。これはパブリックコメントと同時に計画の名称を募集しておりましたので、17日の障がい作業委員会で当日傍聴されていた方も含めて検討を行い決定したものです。次に33ページからの「５　プロジェクトチームの設置」の部分で、退院可能な精神障がいのある人の地域移行に関して、精神障がいに限定をせず、すべての障がいのある人を対象とした内容に変更を行いました。また、35ページにある一貫した地域療育システムの構築に向けた検討に関して、具体的な検討項目に幼児期からのスポーツ教育の推進を追加しています。51ページにある移動支援事業の見込み量については、平成23年度の実績と平成24年度の見込み量が８時間しか増えていないという指摘を受けました。平成23年度の途中から視覚障がいのある人を対象とした同行援護が別に設けられたため、見込み量としては658時間増加していますが、その説明文を計算値の考え方として追記することにしました。
地域福祉計画、障害者計画・障害福祉計画ともに、本日計画案として確定していただき、誤字などを修正して市へ答申することになります。
委員長：　地域福祉計画の方は、残念ながら意見がなかったようです。障害者計画・障害福祉計画の方はたくさんのご意見をいただき、また障がい作業委員会でもその意見に対する検討を行っていただいたようです。障がい作業委員会の委員長より、補足説明がありましたらお願いいたします。
委員：　パブリックコメントの中には、計画の進捗管理についてや既存の組織でもある地域自立支援協議会との関係をどうするのかといった意見もありました。それを踏まえて、障がい作業委員会は来年度以降も設置させていただいた上で、計画の進捗管理を行っていきたいと考えています。具体的なことはこれから事務局と詰めていくことになりますが、市民福祉推進委員会の委員だけが障がい作業委員会の委員になるのではなく、メンバーを拡大させていただきたいと思っています。市、当事者、市民の協働によって施策を進めていくことを次期計画の柱としていますが、現状の障がい作業委員会は当事者の参加が少ないと感じています。
それと、５つのプロジェクトを立ち上げて具体的な検討をしていくことを予定していますが、そのメンバーに関して推薦をいただくなり、多くの方に参加してもらいたいと考えています。計画は３年間ですが、プロジェクトチームは２年間で具体的な提案をして、できるものは３年目に事業化したいと考えています。
委員長：　計画の進行管理について、障がい作業委員会を拡充して進めていきたいとのことですが、ご意見等はございますでしょうか。

委員：　５つのプロジェクトチームが立ち上がって、２年間で一定の結論を出すということは事務局の体制も含め、相当大変なことだと思います。市内の関係者だけで考えていくことには限界もあるので、広い視野と経験をお持ちの外部の方の参加も含めて体制を考えていくことがとても重要だと思います。
委員長：　障がい作業委員会ではどのあたりまで検討をしたのでしょうか。

事務局：　３月17日の障がい作業委員会では、基本的な方向性についての検討を行いました。詳細はこれから早急に検討することになります。

委員：　ただ、市民福祉推進委員の任期が６月末までとなっているので、通常であれば新しい委員のもとで考えていくのかもしれませんが、２年間で一定の結論を出していこうとしていますので、７月まで何も動けないという状態は避けたいと思います。

よって、現在の障がい作業委員会の委員については、次期の市民福祉推進委員とならなくても、４月以降も関わっていただき、プロジェクトチームの立ち上げを進めたいと考えています。

委員長：　障がいの分野は法律も変わることが予定されているので、その架け橋となる役割も必要ですね。

委員：　相談支援体制の具体的な検討は、まだ十分にできていないのが実情です。実態を把握することが重要だと思いますが、そのためには事務局の体制がかなりしっかりできていないと難しいと思います。
委員長：　大事な点ですね。この委員会の任期は６月までということですが、５月に最後の委員会を開いて皆さんのご意見をお聞かせいただければと思います。

それと、地域福祉計画の重点施策と障害者計画・障害福祉計画のプロジェクトチームは共通しているところもあります。例えば、災害時要援護者の支援については、障がいだけで検討するのではなく、一括して検討した方が事務局としての負担は少ないのではないでしょうか。障がいの分野だけで、５つのプロジェクトが動かせるのか、事務局の体制もよく検討していただく必要があると思います。実現可能なプロジェクトの動かし方について、次回までにぜひ検討していただいと思います。
ほかにご意見等はいかがでしょうか。

委員：　先ほどプロジェクトチームに市外の専門家の方の参加についての意見がありましたが、やはり専門家の方に来ていただくのであれば、まったく無償ということにはならないと思います。ある程度の予算化は検討していく必要があると考えます。

委員長：　ありがとうございました。よろしいでしょうか。

では、次に審議事項２「狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画（素案）に対するパブリックコメントの結果について」の説明をお願いいたします。

事務局：　計画素案のパブリックコメントは、２月６日から２月20日まで15日間実施しました。３名の方から25件の意見をいただいております。意見に対する回答案と計画への反映については３月９日に介護保険推進市民協議会を開催し、協議を行いました。
その結果、計画内容そのものを大きく変更する必要ないものの、いただいた意見を文言として反映できるところについては修正することとしました。具体的には、77ページにある介護保険制度の円滑な推進に向けた環境整備における「医療機関との連携」に、今後の取り組みとして訪問診療機関と訪問看護ステーション等との連携強化、医療・福祉関係者による意見交換会等の開催との記述を追加しました。
また、障害者計画・障害福祉計画と同様に、表紙のタイトルに第３次あいとぴあレインボープランという表記を追加するとともに、文言等についてもいくつかご指摘をいただいておりますので、それらの修正を行って市に答申したいと考えております。

委員長：　パブリックコメントの結果、意見提出の人数は少ないものの大変熱心な長文をいただいております。介護保険推進市民協議会で意見を確認し、回答案及び計画への反映を検討したところです。医療機関との連携については、地域包括ケアシステムの構築を見据えて、これから特に大事になっていくものと思います。
介護保険制度については、制度発足から12年が経過しようとしていますが、給付量も増加しており財政面ではこれから微妙な時期に入っていくものと思います。狛江市は他の自治体に比べれば、介護保険財政に関してはまだ余裕がある状態ですが、第５期では特別養護老人ホームの新設を盛り込み、準備基金を取り崩すこととしましたので、今後は厳しい状況になっていく可能性もあります。

ご意見等はありますでしょうか。

委員：　計画の進捗管理に関して、介護保険推進市民協議会と市民福祉推進委員会の両方が位置づけられていますが、第一義的には介護保険推進市民協議会が進捗管理を行うという理解でよろしいのでしょうか。そもそも、介護保険推進市民協議会と市民福祉推進委員会はどのような経緯からこのように別立てとなったのでしょうか。
と言いますのも、障がいの分野でも地域自立支援協議会が設置されており、法律上設置しなくてはいけないものとそうでないものという考え方もあるのかもしれませんが、市民福祉推進委員会と各分野にある組織との棲み分けも検討していく必要があるのではないかと思います。

事務局：　介護保険推進市民協議会は、介護保険法に規定された組織として、市の条例で設置を定めたものです。

委員　：その時に市民福祉推進委員会との関係については、どのような議論がなされたのでしょうか。

委員長：　介護保険条例では、この市民福祉推進委員会は定められておらず、その意味では介護保険に関する報告を受けるという立場になると思います。

事務局：　介護保険条例にもとづき介護保険事業計画は介護保険推進市民協議会が、また高齢者保健福祉計画は福祉基本条例にもとづき市民福祉推進委員会が審議することになります。お示ししている計画案では、その辺りのことがきちんと明記されていないとの指摘も受けていますので、修正する必要があると思います。
委員：　ということは、計画のある部分は介護保険推進市民協議会、それ以外のところは市民福祉推進委員会が進捗を管理するということでしょうか。どこがどちらの所管であるかが分かるようになっていないと、結局誰も進捗を管理しなくなるという恐れがあると思います。

事務局：　法律にもとづいて設置をしなくてはいけない組織もあり、それは介護保険に限らず、児童や障がいの分野でも同じことが言えます。事務局としては、市民福祉推進委員会と各検討組織の位置づけを整理しなくてはいけないと認識しています。その辺りの検討を来年度早々に本委員会で検討できればと思います。
委員：　福祉に関して横断的に議論する場は必要だと思いますが、市民福祉推進委員会で細かな議論をするというのは、なかなか難しいのではないでしょうか。
委員長：　事務局でいただいた意見も踏まえて検討していただき、次回の委員会でぜひ方向性の案を示していただきたいと思います。

よろしいでしょうか。では、報告事項「狛江市福祉基本条例の一部を改正する条例について」の説明をお願いいたします。

事務局：　市民福祉推進委員会で議論していただいた狛江市福祉基本条例の改正につきましては、議案第17号として３月議会に上程しております。26日が議会の最終日となり、そこで議決される予定となっております。
法制担当より指摘を受けて文言等の整理は一部行っていますが、改正の内容としては議論していただいたものと大きく変わったところはありません。

委員会：　各計画の周知についてはどのようになるのでしょうか。

事務局：　本日、計画案については了承していただきましたので、文言等の修正や最終調整を行った後に市へ答申を行い、その後、ホームページへの掲載や印刷物の作成を行いたいと思います。障害者計画・障がい作業委員会では、説明会の開催に向けて概要版やルビを付けた資料等も作成していますので、これも公開していきたいと思います。
本委員会の次回の開催については、日程を改めて調整させていただきたいと思います。

委員：　その他ということで、一つ申し上げたいと思います。障害者計画・障害福祉計画の長期目標には「健康を保つ」という柱があります。精神障がいの人が救急搬送の際に５時間たらい回しされた件については以前もお話させていただきましが、北多摩南部地域保健医療協議会で検討した結果、昨年12月に都の事業として調整困難患者受入医療機関支援事業というものが立ち上がりました。この事業は、特に精神障がいの人をなかなか医療機関が受け入れてくれないということに対して、その地域の医療機関がまずは受け入れて、それから専門の医療機関へ移送するという内容のものです。ぜひ、市民や事業所に情報を提供してほしいと思います。
委員長：　ぜひ事務局の方で確認をしていただき、関係者へ周知をしてほしいと思います。よろしいでしょうか。
今年度は、福祉基本条例の改正、地域福祉計画、障害者計画・障害福祉計画、介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画の策定となり、委員の皆さんには大変ご苦労をおかけしましたが、大変ありがとうございました。パブリックコメントの意見にもありましたが、計画をつくるだけでなく、それをどう実行していくか、そこが問われていると思います。ぜひ今後もご協力をお願いしたいと思います。

副委員長：　本当に、いよいよ地域で支えていかなくてはいけない時代になったと思います。孤独死についても毎日のように報道がされており、行政だけでなく市民も一緒になって、みんなで支えていかなくてはいけないのだと思います。

委員長：　ありがとうございました。お疲れさまでした。
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